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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間（平成 25 年４月１日～平成 25 年９月 30 日）におけるわが国の経済は、政

府の経済政策や日銀の金融政策により、一部では企業業績や個人消費が改善するなど、緩やかな回復傾向

が見られたものの、新興国経済の成長鈍化や欧州経済の低迷など、国内景気を押し下げる要因もあり、依

然として先行き不透明な状況で推移しました。 

一方、国内の情報通信の分野においては、通信キャリア各社がスマートフォンの販売を継続的に強化し

ており、株式会社ＭＭ総研の調べでは、平成 25 年９月末のスマートフォン契約数は 5,000 万件を突破し、

携帯電話端末に占めるスマートフォン契約数比率が42.2％に達していると予測しています。 

このような状況下、当第２四半期連結累計期間において当社グループでは、スマートフォンへの対応を

積極的に推進し、スマートフォン向け音楽配信サービスが前年同期と比べ 33.7％の増収となり、スマー

トフォン向けサイトの広告販売も前年同期と比べ 65.5％の増収となりました。しかしながら、従来型携

帯電話（フィーチャーフォン）向けの着うたフルと着うたが、市場全体の縮小に伴っていずれの売上高も

前年同期を下回り、これらの減収額が当第２四半期連結累計期間の連結業績に大きく影響し、売上高は前

年同期比 190,574 千円減（6.9％減）の 2,570,265 千円となりました。利益面については、売上高の減少

を主な要因として、営業利益は前年同期比 7,443 千円減（2.4％減）の 306,015 千円、経常利益は前年同

期比 4,145 千円増（1.5％増）の 288,624 千円、四半期純利益は 12,340 千円増（8.7％増）の 153,491 千

円となりました。 

当社グループでは、旧来より行ってきたエンタテインメントデータベースを利用する事業を拡充・発展

させるため、ビッグデータを活用して新たなサービスを開発・開始すべく、平成 26 年３月期において

ビッグデータ関連の投資を積極的に行っています。ビッグデータを高速で処理・分析することが可能なソ

フトウエアとサーバーを平成 25 年６月に導入するとともに、全社員を対象とした研修の実施、データサ

イエンティストの採用など人材面への投資も行いました。ビッグデータを取り扱うサービスの展開を企図

していく中で、第一弾として、過去および現在の国内全上場会社の財務データと株式取引情報、並びに国

内外のマクロ指数など大量のデータをデータベース化した上で独自の解析を行い、日本株式の運用モデル

の開発を目指すことにしました。平成 25 年７月、金融工学の専門家であり、株式運用モデルの開発経験

をお持ちの明治大学総合数理学部乾孝治教授と共同研究を開始しました。共同研究計画書に基づいて、解

析に必要な大量データを国内の情報ベンダーより提供を受け始め、現在、大量データのデータベース化と

解析作業が進んでいます。今後、当社は、共同研究によって開発された運用モデルを活用し、新たなサー

ビスを開始する予定です。当新サービスにおいては、ユーザーが運用している日本株式のポートフォリオ

を分析・評価するなどのサービスについては無料で提供し、さらに利便性を高めたサービスを有料会員向

けに提供する計画です。現在、Google 社の検索サービスにおいて「ネット証券」で検索を行うと、当社

グループの「オリコン顧客満足度・ネット証券ランキング」のページが検索結果の第１位に表示されます

ので、このページより当新サービスにユーザーを効率良く誘導できることから、ユーザー獲得を行う上で、

優位なポジションで当新サービスを開始することができる見込みです。さらに、金融機関など法人向けに

サービスを提供することも視野に入れ、サービス開発を進めてまいります。以上のビッグデータ関連の投

資に関わる営業費用として、当第２四半期連結累計期間において26,342千円が計上されました。 

 

当第２四半期連結累計期間の報告セグメントごとの状況は、以下の通りであります。 

 

①コミュニケーション事業 

顧客満足度（ＣＳ）ランキング連動型広告については、平成 25 年２月に歯科の自由診療分野の「審美

歯科」、「矯正歯科」、「インプラント」の３ジャンルを終了させたことによる減収要因があったものの、

オリコン株式会社（4800）　平成26年３月期　第２四半期決算短信

2



  

「来店型保険ショップ」（平成 24 年 11 月～）、「食材宅配サービス」（平成 25 年３月～）、「ネットスー

パー」（平成 25 年３月～）、「海外旅行保険」（平成 25 年５月～）、「オンライン英会話」（平成 25 年５月

～）などの新規ジャンルを立ち上げたことによる増収効果が寄与し、当第２四半期連結累計期間の売上

高は、前年同期と比べ2.7％増加しました。 

顧客満足度（ＣＳ）ランキング連動型広告以外のＷＥＢ広告商品についても、スマートフォン向けサイ

トの広告販売の売上が前年同期と比べ 65.5％増加したほか、タイアップ型広告の販売も堅調に推移し、

ＷＥＢ広告全体の売上高は、前年同期と比べ 12.5％増加しました。一方、法人向けに提供していた

フィーチャーフォン用着せ替えコンテンツの販売を平成 24 年８月で事業撤退したため、当該売上が当第

２四半期連結累計期間においては発生しませんでした。 

以上の結果、コミュニケーション事業全体の当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 45,596

千円増（8.8％増）の 563,436 千円、セグメント利益は前年同期比 3,536 千円減（1.8％減）の 188,899

千円となりました。 

 

②モバイル事業 

フィーチャーフォン向けの着うたフルと着うたが、市場全体の縮小による影響を受け、退会者数が入会

者数を上回る状況で推移し、これらの当第２四半期連結累計期間の売上高は、前年同期と比べ、それぞ

れ 294,303 千円減（36.0％減）、50,462 千円減（41.2％減）となりました。一方、着メロについては、平

成 24 年 11 月に株式会社セガよりセガカラ Melody 事業を譲受したことが寄与し、前年同期と比べ

118,435 千円増（88.7％増）となり、さらにスマートフォン向け音楽配信についても、月次ベースで着実

に売上が伸び、前年同期と比べ 51,467 千円増（33.7％増）となりましたが、これらがフィーチャーフォ

ン向けサービスの減収分を補うには至りませんでした。 

以上の結果、モバイル事業全体の当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 182,423 千円減

（14.3％減）の 1,095,370 千円、セグメント利益は前年同期比 38,460 千円増（8.1％増）の 512,569 千

円となりました。 

 

③雑誌事業 

現在、一般向け週刊エンタテインメント誌「オリ★スタ」、オーディション情報誌「月刊デ・ビュー」、

エンタテインメント業界向けビジネスマガジン「ORIGINAL CONFIDENCE」の３誌を発行していますが、雑

誌の市場環境悪化の影響を受け、広告売上、購読売上がともに前年同期と比べて減少し、当第２四半期

連結累計期間の雑誌事業全体の売上高は前年同期比 101,452 千円減（16.4％減）の 516,861 千円、セグ

メント利益は前年同期比57,025千円減（48.2％減）の61,173千円となりました。 

 

④データサービス事業 

データサービス事業については、音楽データベース提供サービス（放送局向け及びＥコマースサイト

向け）と、音楽ソフト・映像ソフト・書籍のマーケティングデータを提供するオンラインサービス

「ORICON BiZ online」とで構成されています。当第２四半期連結累計期間においては、「ORICON BiZ 

online」については、一部のユーザー（法人）において会社統合等による契約ＩＤ数の減少があったも

のの、ユーザーニーズに対応したカスタマイズ等を行って契約単価のアップを図り、売上高は前年同期

と比べ 3.0％増加しました。一方、音楽データベース提供サービスは、一部のＥコマースサイトより解約

があり、売上高は前年同期と比べ減少しました。 

以上の結果、データサービス事業全体の当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期比2,034千円増 
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（0.8％増）の 268,476 千円、セグメント利益は前年同期比 20,375 千円増（31.1％増）の 85,976 千円と

なりました。 

 

  ⑤その他 

   当社は、ＣＳＲ活動の一環として太陽光発電事業を開始し、平成 25 年７月より九州電力株式会社に売

電を開始しました。当第２四半期連結累計期間において 13,263 千円の売電収入がありました。当社では、

政府が目指している電力の自由化を睨み、再生可能エネルギー分野で有望と考えられる優れた技術や製

品の開発に経営資源を投入するなど、当該分野において、さらに踏み込んだ事業展開を図っていくこと

にしました。すでに、安定的に売電収入が得られていますので、売電によって生じるキャッシュ・フ

ローの範囲内で、産学連携による研究開発や他社との協業などを進めていく方針です。産学連携の第一

弾として、平成 25 年９月、マイクロ波を再生可能エネルギー分野に応用する研究に取り組まれている東

京工業大学大学院理工学研究科応用化学専攻・和田研究室に研究支援として 5,000 千円の奨学寄付を行

いました。 

一方、当社の社内ベンチャーとして立ち上げたソーシャルゲーム事業については、新規タイトルを投

入したことにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期比 32,298 千円増（40.7％増）の

111,726千円となりました。 

 

※着うた、着うたフルは、株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメントの登録商標です。 

 

 

（２）財政状態に関する説明 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は 4,509,203 千円となり、前連結会計年度末と比べ、

54,222 千円増加しました。売掛金、のれん、投資有価証券などは減少しましたが、現金及び預金は

66,178 千円増加しました。負債合計は 2,454,726 千円となり、前連結会計年度末と比べ、24,857 千円増

加しましたが、短期借入金の増加、社債及び長期借入金の減少が、主な変動要因であります。純資産合計

は 2,054,476 千円となり、前連結会計年度末と比べ 29,364 千円増加しましたが、これは四半期純利益

153,491 千円を計上したものの、配当金 117,880 千円の支払があったためであります。自己資本比率につ

いては 45.3％となり、前連結会計年度末と比べて 0.2 ポイントの上昇、前第２四半期連結会計期間末と

比べて1.7ポイントの上昇となりました。 

 

  ②キャッシュ・フローの状況 

   当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末と比べ61,378千円増加し、971,812千円となりました。 

         営業活動により増加した資金は360,692千円（前年同期は411,971千円の増加）となりました。これ

は主として、税金等調整前四半期純利益292,327千円を計上したことによるものであります。 

投資活動により減少した資金は296,673千円（前年同期は123,321千円の減少）となりました。これは

主として、ビッグデータ分析に用いるソフトウエアなどの無形固定資産の取得による支出203,114千円

によるものであります。 

財務活動により減少した資金は2,640千円（前年同期は227,048千円の減少）となりました。これは主

として、配当金の支払、短期借入金の増加によるものであります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当社グループを取り巻く外部環境において、特に、インターネット、音楽エンタテインメントの分野で
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変化が激しくなってきており、さらに、当期において当社グループでは、ビッグデータを活用したサー

ビスの開発、再生可能エネルギー分野における事業の立ち上げなど、新たな挑戦を開始しました。以上

のことから、当期においては通期の連結業績予想を合理的に算出することが困難であると判断いたしま

した。 

なお、配当については、可能な限り安定した配当を継続して実施することを当社の利益配分に関する基

本方針としており、当第２四半期連結累計期間における連結業績の実績値、並びに今後の資金需要と内

部留保の確保などを総合的に判断した結果、年間配当金を前期と実質的に同水準に据え置き、期末配当

金の予想額を１株につき８円といたしました。（前期の期末配当金は１株につき 800 円でしたが、平成 25

年４月 1 日付で普通株式１株を 100 株にする株式分割を行っており、これを考慮し、当期の期末配当予

想額を１株につき８円としております。） 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

   平成 25 年４月１日付で、株式会社 oricon ME を存続会社とし、オリコンＤＤ株式会社を消滅会社とす

る吸収合併を行いました。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

   該当事項はありません。 
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